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アルゼンチン共和国経済開発5カ年計画 (1965~69年） （II) 

Presidencia de la Nacion: Consejo Nacional de Desarrollo, 

Informe sobre el Plan Nacional de Desarrollo. 

第II部 アルゼンチン経済の見通

し＿結論と勧告

本稿の胃頭に記したように，本計画雹に

は本文第 I部，第11部のほかに，農牧業，
工業，運輸・通信ならびにエネルギーの諸

部門に関する付属書 I~IVが付加されてお

り，当該各部門に関する本文第 I部を補足
し，その細目をなしている。そこで本稿では

本文第11部と付属書を一体として解説する
こととしたい。本文第 I部が1950~63年期

における経済の展開の分析であったのに対

し，本文第11部および付属書は，いわゆる
「計画書」そのものに当たる部分である。

第1章序 論

(1) 本文第II部は，つぎのような問題提起で始まって

いる。 「1962~63年の経済のリセッションから回復した

後アルゼンチンの経済は，ふたたび著しい後退を引き起

こすことなしに，十分規則的でかつ継続的なリズムにの

って成長していける情況にあるかどうか。」

(2) 輸入能力の欠如から，新たに危機を招くことがな

いように，との前提条件と両立するような成長率は，ま

た同時に，つぎの（イ）～りをも満たすに十分なものでなけ

ればならないのである。すなわち，（イ）消費の回復を可能

ならしめ，社会的なテンションを緩和させること。（口）経

常的な固定資本投資の更新・追加は当然のこととして，

それ以外に経済社会基盤の欠陥の是正という基本問題に

チャレンジするために十分なだけの投資能力を確保する

こと。しi本計画の対象期間だけでなく，さらに将来，別

の陰路を生じ，経済を後退させることのないよう，投資

の続行を可能にすること。以上の 3点である。

第 2章諸生産部門が満たすべき必要条件

(1) まず，農牧業部門の努力が強調される。すなわち

短期的にみて，農牧業部門が圧倒的な比重を占めるとい
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うアルゼンチンの輸出構造を根本的に改変してしまうこ

とは不可能である。したがって，この部門が国内の消費

需要を十分に満たし，かつ相当な輸出余力を持ちうるよ

うに， さらにダイナミックな進歩を遂げなければならな

いのである。

牛肉を中心とする牧畜関係の輸出については，アルゼ

ンチンが世界市場に占めるシェアーはきわめて高い。し

かし，この市場はますます拡大しつつあり，また相当な

多角化が試みられてきている。こうした市場の多角化は

輸出蘊増大から価格引下げ圧力を生ずるというプロセス

をまき起こさずに輸出水準の維持・拡大を可能にする。

以上のようなわけで牧畜輸出の国際市場はアルゼンチン

に有利なものであり，結局，ここで考えねばならぬこと

は外的条件でなく国内努カー一消費水準を回復させ，か

つ輸出水準を拡大させるため＿にほかならないのであ

る。

ただし農牧業全体としてはつぎのことに留意しておく

必要がある。まず，実用に供しうる土地の拡大とか，本

質的な技術改革などを短期的な問題として扱うことは不

適当である，ということである。また，現実の経済社会

情勢からみて，どんなに農牧業の拡大が達成されてゆく

としても労働構造の変化（地方から都市への集中）を変

えることはできそうにないということである。

(2) 工業部門についていえば，現存失業者を吸収でき

るだけの高水準の達成が目標であるが，そのために指向

すべき道は，従来のように輸入に関してテンションを生

ぜしめないような方向に向けられねばならない。つまり

原料や完成品輸入の現在水準を増大させずに，現存保有

能力をフルに活用する方向に進まねばならない。それは

すなわち経済発展のダイナミズムを握っているような重

要部門の合理化・統合 (laintegraci6n)を図る，というこ

とにほかならない。このためにもまた，さらに現存生産

過程の一部に存在している陰路を解消し供給の弾力性を

十分なものとするためにも，工業部門への投資政策はき

わめて重大な意義をもつことになろう。

工業部門において国際的分業が達成されれば，全体と
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して工業生産関係の需要がより均衡するだろ う。このこ

とは，ある種の生産活動についてはすでに LAFTA域

内で達成されつつある。もし LAFTA加盟諸国の間で，

高度の投資を必要とする部門の拡大政策に関する協調態

剪が敷かれれば，市場の規模の諸段階に応ずる「経済」

を享受することができよう。この点，すでに1964年5月，

LAFTAの工業開発諮問委員会 (Comisi6nAsesora de 

Desarrollo Industrial)第1回会議が開かれ暫定的な合意

の達成をみた。

つぎに近年労働の生産性が高まってきているので，今

後は工業の各生産部門間の均衡にも注意すべきである

ー一労働政策の上からも―ということを付け加えてお

く。

(3) 経済基盤は，再調整と拡充を必要としている。こ

れによって効率的サービスの提供を可能にし，また国内

市場の統一化――—特に運輸部門の幣備により一ーを可能

にするであろう。

公共部門では，投資効率を高め，財政支出の膨張を避

けるため，すでに開始され，やりかけになっている事業

を優先的に進めることを第 1にする。

(4) 要するに，本計画期間においては，危険な不均衡

を招来することなく，経済全体の需要に適合した発展が

遂げられるようにするため， H)主要生産部門における現

存能力をフルに活用し，（口）経済の欠陥を嬌正し，（Ii経済

全体が，指向すべき道を整すことに努めなければならな

V‘ 
゜
(5) 以上述べたことがらは，本計画期間内に達成され

るべき目標であるが，さらにこの期間は，将来のアルゼ

ンチン経済の構造変革のための基礎づくりの時期でもあ

る。ここでいう構造改革とは，この国がより多角的な生

産と輸出を行ない，現在のような危機を生み出す要因を

取り除くことである。

この点で，アルゼンチンの工業製品輸出の鍵を握るも

のは~石油業のような新

興産業もさりながら＿資本財・機械工業である， とい

うことを指摘しておく。

これを中心として，アルゼンチンは農牧業が保ってい

る現在の優位を工業に移し替えていくことになろう。と

ころで世界的にみて，工業製品価格水準は，実は国内農

牧産品価格水準を決定要因として定められている，とい

う点に注目することが重要である。なぜなら，後者の価

格水準は結局，給与水準にはね返り，かくて定まる労働

の価値は工業製品の価格へ密接なはね返りを生ずる， と

いう関係に立つからである。工業諸国の現に採っている

国内農牧業政策は，国内コスト引上げの方向にあり，こ

れを前提としてみれば，結局アルゼンチン工業の国際競

争力は長期的にみて有望といえるのではなかろうか（も

ちろん国内生活水準を低劣なレベルに押えることを意味

しない）。

第 3章全体計画，経済開発の戦略，経済・

財政政策の意義

(1) 1965~69年の計画期間内に国民総生産は1962年お

よび1963年の平均値に対し年率5.7%，国民1人当たり

では年率約4％の割合で成長させる。経済の現在水準が

きわめて低位に落ち込んでいるだけに，まず従前の水準

まで急速に回復することが可能と思われる。そこで年度

別にみると，当初の2~3年間のほうが成長率が大で，

計画期間末ごろには年率5％程度に落ち着くという形に

なるだろう。生産部門別では成長のリズムに根本的な変

化はないが，農牧業生産については相当な増大が見られ

よう（第12表参照）。

(2) この期間中に，投資の構造はかなりの変革を経験

することになろう。すなわち，全体として建設関係の占

める割合が増大し，設備投資は減少傾向になる。第1に

この期間中に経済基盤の整備拡充，農牧業関係投資の拡

大，住宅建設の著しい増大など，高度の建設事業投資が

計画されており，計画期末には1960年に比して，この関

係の投資水準は実に40％の増加を記録する予定である。

第2に，逆に，設備投資の減少ということの原因であ

るが，工業部門は現在すでに相当な設備能力を有してい

るのに，それを十二分に利用していないから，まず現有

能力の完全利用が先決であり，また拡張は，輸入代替を

行なうもののみに集中してなされるべきだからである。

計画期末におけるこの関係の投資水準は 1960年に比し

10％増， 1962~63年の水準とほぼ同じにとどまるであろ

う。

総体としての投資需要は平均20.5％の割合で増大する

が，投資成長率としては必ずしも高くなく，以前にもこ

れ以上の投資の成長をみた時期があった。しかし，なに

も投資の伸びが大きいばかりが良いのではなく，逆に，

投資を十分に調整しさえすれば経済を回復し，満足な経

済成長率を達成しうる，ということをさし示していると

いえよう（第13表参照）。

(3) つぎに消費については， GNPに占める個人消喪

4 l 
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第 12表 国民総生産の推移 （単位： 10億ペソ）

I 1960 I 1961. I 1962 ¥ 1963 I 1965 1 1966 1 1967 ¥ 1968 1 1969 

業 146.4 143.5 144.2 141.4 179.6 188.5 
業 12.1 16.0 18.2 17.5 20.8 21.8 
業 336.9 362.2 338.6 320.1 391.2 438.8 
業 43.9 46.8 44.8 39.7 45.5 51.8 
業 169.0 189.0 182.2 161.6 188.6 202.8 
業 52.5 55.4 52.5 48.9 56.2 60.9 

信 5.3 5.8 5.4 5.0 5.7 6.2 
道 13.3 16.1 17.8 18.8 23.4 26.0 
業 20.1 21.2 22.3 21.9 23.6 24.6 
設 23.1 23.2 23.3 23.3 24.7 25.3 
ス 65.1 65.6 64.2 64.2 64.4 65.3 
ス 82.3 83.7 80.6 77.2 80.1 81.3 
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第 13表国内粗投資

固 定資本粗投資

機械および設備
設――--- -- ―合

国 饂 1 輪—ー 一 入 I 合 計

（単位： 10億ぺ ／`）

在庫投資

総計

計
増減額

(100.0) (100.0) 
1960 87.8 87.8 51.6 139.4 227.1 6.5 233.6 

(106.7) (110. 7) 
1961 93.6 102.4 51.9 154.3 247.9 -3.7 244.2 

(102.2) (110.4) 
1962 89.7 89.6 64.3 153.9 243.6 -9.9 233.6 

(91.2) (89. 2) 
1963 80.0 76.0 48.5 124.5 204.6 -6.4 198.1 

(103.5) (91.4) 
1965 90.9 94.3 33.0 127.4 218.2 4.9 223.2 

(118.0) (101.6) 
1966 103.6 193.0 38.6 141.5 245.1 5.9 251.0 

(128.6) (105.8) 
1967 112.9 108.4 39.1 147.5 260.4 6.2 266.6 

(136. 9) (109.0) 
1968 120.1 113.1 38.9 152.0 272.1 6.5 278.6 

(139.4) (110.3) 
1969 122.3 117.9 35.8 153.8 276.1 6.8 282.9 

（注） カッコ内の指数は1960=100。
（出所） 第58,59表。

の割合が増大し，まず1966年には 1人当たり消費高が過 増大と相まって国民生活の諸条件を著しく改善すること

去の最高水準 (1958年および1961年）を越え，計画期末 を可能にするであろう。

にはその水準の15％増に達するものと思われる。かくて (4) 本計画において絶対的に考慮さるべき 「経済開発

将来の経済の持続的成長をささえるに十分な有効需要が の戦略」は，つぎの 3点である。

生み出されよう。このような盛んな消費需要は，住宅の （イ） 土地の生産資源としての可能性を完全に生かし

42 



‘‘‘””‘‘‘“‘‘‘‘“‘‘””””“’”””’”‘’””‘”‘‘“‘‘‘“‘‘””‘”‘”””’’”’”‘“””‘‘999””999999“’’”’”””’”””“‘‘‘99999”””””m資 料 =

切るように利用し，また市場の見通しに適合させつつ

利用を図り，農牧業の供給の弾力性を建て直すこと。

（口） 生産過程の統合・合理化と輸入代替ができるよ

うな生産拡大とを図りつつ，重点的な工業投資を行な

うこと。

り 資本財生産のため，現在生産能力をフルに活用

すること。

(5) 計画期間の第 1年度および第2年度における生産

拡大には輸入需要が伴わないで済むと思われる。つまり

建設事業は多角的・波及的に他の経済活動を刺激し，設

備投資に関する需要は国産品に向けられるし，個人消費

が高い水準を回復して経済を刺激するであろう。これだ

けでも経済が相当な拡大を遂げるに十分な誘因である。

しかしながら，輸入の必要をまった＜断ち切ることは

できない。輸入代替過程を推進し，経済基盤の強化を図

ることから，やはり相当程度の投資需要が輸入儒要とし

て現われるであろう。この場合，従来からアルゼンチン

にとって大問題となっている対外債務の返済義務の履行

と，上記の輸入に付随してアルゼンチンが取得する輸入

金融とを，いかに両立させていくか， ということが戦略

的に重要なボイントである。すなわち，新たな輸入に伴

って，国際金融を受け入れる場合には， 1965および66年

度の 2年間（この 2年間には，従来の対外債務の返済が

特に集中している）をいっさい据置き期間として，現金

払いを要しないような条件を付することが必要である。

つまり従来の短期資本依存から中長期安定外資へと資金

ぐり方法を変更するのである。このように，輸入代替を

図り，一方で，計画期間当初の数年間，生産増大の推進

力となるような活動を，外貨資金ぐり関係の圧迫から解

放してやること一ー一種の経済の自立性を保たせること

ーが戦略的に重要である。

(6) つぎに財政政策面では，まず第 1に財政収入の建

直しが図られなければならない。すなわち，租税の圧力

をあまり強めることなく，国民所得の中に租税収入の占

める割合を回復させなければならない。これは，たとえ

税率の引下げを伴うとしても，一方でそれによって，租

税回避が減り，租税負担の公正が図られさえすれば，そ

れで実現可能となるであろう。

第2に，公共投資の増大が予見され，一方財政の不均

衡を徐々に解消することが絶対必要であるので，経常的

な財政支出の節減を図らなければならない。この点で，

つぎの 3点が勧告される。

（イ） できるかぎり現在の公務員数を維持し，増員せ

ずにおくこと。これは公務員の平均給与の改善と能率

の向上につながる。

（口） 国営企業の経理および財政管理を改善し，商業

ベースに立って運営すべきものについては，サービス

・コストをカバーし，かつ資本の通常償却分をもカバ

ーできるだけの収入が得られるように，料金の改訂を

行なうこと。

（I) 社会保障制度が独立採算でやっていけるように

すること。

l,7) 通貨政策については，流動性を過度なものにしな

いように，また本計画の定める「優先性」に応じた融資

が行なわれうるように，最低準備預金政策や中央銀行の

再割引政策を利用するほか，信用政策を特別機関による

技術援助や租税政策と密接に関連せしめつつ，真の意味

での重点的信用政策を樹立すべきである。

現在，政府ならびに政府関係の信用機関はその資金繰

りを中央銀行貸出しにたよりすぎているが，このような

かたよりを整して民間貯蓄を効率的に動員できるように

しなければならない。

(8) 貿易政策については，第 1に輸出面では，基本的

1次産品の支持価格，為替レート，租税および付加金な

どの政策や輸出振興策を，調和をとりつつ適用しなけれ

ばならない。これによって輸出商品の生産に対して，国

際価格に応じて競争できるインセンティーブを与え，輸

出商品，輸出市場の多角化を図りうるであろう。

輸入およびその他の対外支払い面では，不要不急物資

の買付けを見合わせること，外貨金融に対する返済の集

中を避けること（特にこの計画の当初2年間には，一方

でこの計画をバックアップする輸入需要がありながら，

他方で過去に生じた対外債務の支払いが最も集中する）

が重要である。

第4章対外経済部門

1. 輸出

(1) 輸出計画（第14表参照）は，海外需要と輸出可能

な余力という 2点で，かなり控え目な仮定の上に作られ

ている。 1969年の輸出計画水準は1962年および1963年の

平均値に比して20％増となっているが，この数字は以前

同じ長さの期間に35％も輸出の伸びを記録した (1956~

62年）のに比してかなり低目だが，それでも今後国内消

費が増加する見込みであるだけに，この目標の達成すら

相当な努力を要しよう。

(2) 海外需要の増大，市場の多角化からみて，価格面
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では現在の水準にほぼ近い価格が維持されるものと考え

られる。

第 14表輸出計画

（単位： 100万ドル）

I`•I 1966|-1967 1 函;| 1969 -
供蔀物 635 654 668 680 690 
小 & I 1951 1951 1891 1831 176 
飼料 J11穀物 1901 1951 2051 21_5 225 

牧畜産品 655[ 6361 6581 6791 702 
牛肉 303[ 290[ 300[ 307[ 317 
羊毛 1871 1761 1781 1821 184 

了―；； イ也 | 110l 122| 136l 141 1扇

合計 1~11,545
（出所） 第61表。

2. 輸入

(1) 輸入計画（第15表参照）にみるように，資本財を

除く経常輸入は増加の傾向を示すであろう。輸入の主要

部分は工業用原材料および中間製品で占められよう。

(2) しかし本計画については，つぎのような 2種の輸

入代替が考えられる。第 1は，本計画期間開始にあたっ

て， SOMISA（国営製鉄所）を中心とした金属部門，自

動車機械部門，電気機器部門，および紙・段ボール部門

などの輸入代替が行なわれはじめたこと。第2は，本計

画期間中に行なわれると期待される化学，ゴムおよび繊

維製品の輸入代替である。

第 15表輸入計画

（単位： 100万ドル）

f 1965 11966 11967 j 1968 11969 

消費財 ((21)) 50 50 50 50 50 
燃料および機械油 65 52 50 61 74 
建設資財 (3) 70 80 87 96 105 
原材料および (4) 
中間製品

565 618 671 655 675 

『属 152 182 215 192 213 
卓阿・機具械用 120 124 130 128 130 
電気器 用 50 60 65 70 75 
繊維用 40 39 38 37 35 
製紙用 42 43 47 53 44 
化学工業用 80 82 85 82 81 
ゴム工業用 30 28 28 27 27 
その他 51 60 63 66 70 

経常輸入
(1)+(2)+(3)+(4) 7501 8001 8581 8621 904 

資本財輸入 3331 388 3931 391 361 

合計 |1,08311,1881 l,25111,25311,265 

（出所） 第62表。
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3. 国際収支

(1) 国際収支計画表（第16表参照）では，一方におい

て経常取引および既存対外債務支払いが，他方において

新たな資本財輸入に関する取引が，区別して掲げられて

いる。これは，本経済計画だけが国際収支に及ぼす影響

—他の要因と区別して一一を取り出して考えるためで

ある。

これによれば，経常的輸出入尻は年間6~6.5億ドル

の線が維持される。しかしそれにもかかわらず新たな資

本財の輸入をまかなうために使用できる分は1965年でマ

イナス 1億ドル， 1969年で約3億ドルにすぎない（むろ

んこれは既存の対外債務の元利支払いが巨額に上るから

である）。他方，本計画では新たに18億6600万ドルの資

本財輸入の必要があるとされている。これは年平均3億

7300万ドルで， 1959年から63年の間における高水準がだ

いたいそのまま維持される，ということにほかならな

Vヽ

そ゚こで，このような輸入に付帯するファイナンスが必

要となり，輸出者信用と国際機関信用とを合わせて，合

計15億6500万ドルの資本が直接に輸入金融として流入す

る。これによって本計画期間全体としての国際収支は，

ほぼ均衡すると同時に対外債務ボジションは 5億2700万

ドル減少する。

(2) そのような輸入に直結した金融のほか，これと無

関係に国内的支出に当てるためのクレジットを取得する

こと，輸入や国内経費のファイナンスのために直接投資

の形で外資がはいること，ある種の「補償融資」(finan・

ciamiento compensatorio)ー一国際収支の均衡の達成自

体を目的とした長短期資本（通常は公的なもの）の動き

をいう。 IMF, アメリカ国庫，アメリカ国際開発協力局，

ワシントン輸出入銀行等の借款， 1963年に行なわれたヨ

ーロッパ諸国および日本によるリファイナンスもこれに

属す―と称される資本移動（補填的資本移動といって

もよい）を利用すること等の可能性がある。 この種の金

融をも考慮して，当国の純債務者ボジションを悪化させ

ることなく締結できる信用受入れ限度は約20億ドルとみ

られる。

(3) この国際収支計画を伝統的な形に置き換えれば第

17表のとおりである。ここに見るように「補償融資によ

る調整前の収支尻」は毎年好調である。それだけに，1965

年および1966年の金・外貨準備の減少（計画）額は，過

去における大赤字補填のために取得された「補償融資」

の利子支払いという古傷に起因することがわかる。
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第16表 国際収支計画（その 1)

（単位： 100万ドル）

I 1965 | 1966 | 1967 1968 | 1969 
経常的貿易バランス 6501. 6121. 6041. 6381. 641 
｛輸出 {1,400{1,412{1,462{1,500{1,545
経常輸入(1) 750 800 858 862 904 
役務支払いー1841-1361 -1111 -1321 -145 
既存対外債務支払いー6261-473I -325I -239I -201 
｛政 府ー360-311 -208 -161 -144 
民間(2){-266{＿162{-117{-78{-63 
その他の資本取引 591 - 281 - 141 - 4I 8 

本経済計画による資
悶□霊使用しう 1-101 31 182 271 297 
新規資本財輸入ー333I-388I -393I -3911 -361 
直接投資 35I 30I 30I 30I 30 
対外借款ca)I 283! 358! -218! _2411 250 
上記対外借款にかか -I -271 -671 -1121 -160 
る債務支払い
その他の取引m1 6I -11I -15I -17I -15 

本経済計画による資
本財輸入に関係する 一91 -38I -167I -249I -256 
残高 (B) 

(A) + (B)<5) I -110[ -71 151 22[ 41 
（注） （1）本経済計画に基づく資本財輸入を含まない。

第15表の(1)+(2)+(3)+(4)。（2)原材料輸入関係の短

期対外信用や輸入に関係のない対外借款など。 (3)

本経済計画に基づく資本財輸入のための，輸出者

（国）または国際機関からの長期借款。 (4)主として

新規投資に関する技術導入のロイヤルティの支払

い。 (5)(A)+(B)は金・外貨準備の増減を示している。

（出所） 第63表。

第17表 国際収支計画 （その 2)

（単位： 100万ドル）

| 1965 1966 1967 1968 1969 
輸出 1,400I1,4121 1,462I 1,500I 1,545 
輸入

1,0831 1,1881 1,2511 1,2531 1,265 
（資本財輸入を含む）
貿易収支尻 317I 224I 2111 247I 280 
貿易外収支尻ー193I-163I -161I -2001 -223 
経常収支尻 124I 61I 50I 47I 57 

自律的資本収支尻rn1 -16I 85I . 26I -3I 3 
総合収支尻 108I 146I 76I 44I 60 
（補損的資本移動に
よる調整前のもの）

竺贔雷冒胃―108-146-76 -44 -60 
減(+)<3) +llOI +71 -151 -221 -41 

その他補填的ファ
イナンス収(-)支(+)

-2181 -1531 -611 -221 -19 

（注） 本表は本稿第 2表の続きとして考えられたい。

(1)(2)本稿第2表の注(1)および(2)参照。 (3)本稿第16

表の注(5)参照。

（出所） 第64表。

第5章政府関係部門

(1) 政府関係部門の問題はさまざまで，かつきわめて

深刻である。これを矯正するためにはまず租税政策と価

格，公共料金政策を通じ，潤沢でかつ恒久的な経常収入

の道を開く必要がある。

まず，経済の変動にもあまり強い影響を受けず，納税

者負担が公平になるように， との主旨で開始された租税

改革を継続する。また政府機関の投資，公共サービスの

慢性赤字を減らす必要があるので，公共料金，公共価格

の水準の再検討を急速に行なう必要がある。

(2) 他方，財政支出面では，経済成長に影響力を持つ

ような部門には関係のない経常支出を抑制するような改

革をし，反面，経済社会基盤の再編成・拡充という緊急

の必要性を満たすために，公共投資支出を適当な水準に

維持できるようにする。

この目的から，すでに開始された予算制度の改革を続

け，財政支出の経済的・機能的分類を完成させ，財政の

コスト，公共サービスの能率を考えるようにする。本経済

計画では一般行政および政府関係機関の人員数の現状維

持（増員をしない）とそのかわりとしての実質賃金の改

善を企図している。また，社会関係部門（教育・厚生）

に有利となるような支出構造の改善が考えられている。

教育面では，小学校教育における就学年齢人口の95%,

中学校教育における50％の吸収を確保することにより，

この国の技術的・営利的能力面での欠陥を修正するのに

役だてたい。

厚生面では，人口に対する公共ベッド比率 (1000人当

たり4.66)を維持しつつ，その効率的な利用を目ざして

いる。

(3) 政府部門の貯蓄 (ahorro)の形成（第18表参照）

の上で，経常財政収支の剰余金は， GNPの2.69％相当

の水準に達するが，これは1958~63年の平均2.18％から

みて大幅な改善である。

それにもかかわらず，国営企業の赤字は，政府部門全

体の貯蓄（剰余金）形成を悪化させつづける要因となろ

ぅ。前記の公共料金改訂問題は国営企業のこうした根本

問題の改善に資するだろう。

社会保障制度関係の剰余金形成は，本計画期間中には

改善が見込まれていない。こうした傾向が生じたのは，

なんといっても近年頻発されたモラトリアムの責任であ

る。恩給・年金支払いの現在水準を維持するためには，

まず掛金の納付回避を減らすための相当な努力が要請さ

れる。
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第18表 連邦政府部門貯蓄 （単位!100万ペソ）

1経常収入 (1) I経常支出 (2) I政府剰余金［社会保障 1国営企業 I
(1)一（2) 関係剰余金 関係剰余金 剰余金合計

1958 93,595 79,716 13,879 
1959 88,749 71,663 17,085 
1960 108,749 79,665 29,084 
1961 123,975 85,957 38,018 

1962 97,159 87,762 9,397 
1963 92,954 76,467 16,487 
1964 -5,139 
1965 106,462 92,173 14,289 

1966 125,977 93,115 32,862 
1967 131,550 94,288 37,262 
1968 137,504 95,502 42,002 
1969 144,811 96,776 48,035 

（出所） 第66表。

(4) 公共投資計画については（第19表参照），投資総

額は1960~63年の年平均680億ペソから年平均830億ペソ

(1960年価値）にふえているが， GNPに対する投資比率

は変わっていない。投資の82％は国営企業関係である。

政府の対外借款によって輸入設備資金はほとんどカバ

ーされる。しかしながら，公共投資全体についてみると

経常財政収支剰余金（公共貯蓄）を動員しても，まだそ

の他の国内資金を調達しなければならない不足分が生ず

ることが注目される。

第19表 連邦政府関係の投資計画

（単位： 100万ペソ）

実物投資 対外
他にファ
イナソス借款---] | ―一 見込政府貯菩の方法を

国産財輸入財合計み 求むべき
残額

19651 41,494114,8651 56,360114,5731 11,5171 30,270 
19661 51,097115,4721 66,568115,1521 29,6171 21,799 
19671 58,873117,3901 76,263117,1401 33,7201 25,404 
19681 56,987114,4321 71,419113,9931 38,5771 18,849 
19691-57,932110,4111 68,343110,019I 45,268I 13,056 

合叫 266,383172,5盆1338 , 9~~』70,8昇I 158'6991109'378 
（注） （1)1960年価値のペソ貨の対ドル・レート， 1 

ドル＝82.80ペソを使えば約8億7600万ドルに相

当する。 (2)対象別内訳は，エネルギー1492億9000万

ペソ（第24表），運輸1298億6600万ペソ（第25表），通

信216億7600万ペソ（第27表），教育87億6000万ペソ

など。 (3)上記レートを使えば約 8億5600万ドルに相

当する。

（出所） 第67表。

第6章農牧業部門

(1) パンパ地帯の生産は，その中の各小地域ごとに適
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3,281 -15,679 1,481 
-1,028 960 17,018 
326 2-,83218 1 32,231 
-2,309 35,391 

-7,975 -5,484 -4 062 
-2,966 -4,014 9， ,507 
-402 -8,515 -14,056 
4,631 -7,403 11,517 

2,949 -6,193 29,617 
1,804 -5,346 33,720 
991 -4,417 38,577 
371 -3,138 45,268 

地適作主義の土地利用と簡単な技術改良一一種子選択や

衛生など一の採用によるだけで，相当促進されるであ

ろう。肥料のような高コストの投下を伴うことがらは，

特に強調されていない。理論上，パンパ地帯は，世界中

で最も進歩した農業地城の生産水準に達し，それを浚駕

することすら可能である。しかし実際的には農牧産品輸

出国の立場として，高度の補助を受けて農業を行なって

いる先進国のように，非経済的水準に達するような資金

投下を行なうことはできない。それゆえ，生産構造，特

にインプットーアウトフッ゚ トの関係が合理的で最良の水

準に近づけられるように，現実的かつ漸進的に採択しう

る技術水準とは何か，を決定する努力がなされてきた。

(2) パンパ地帯への投資は',（イ）その地帯が持っている

自然条件の有利さからくる比較優位性を強化し，（口）国際

競争力をつけるために機械化を推進し'(汀より大きな投

資を基礎としたダイナミックな農業経済が，その地域の

工業活動および他の経済活動に刺激を与えるために行な

われる。しかし，パンパの農牧業近代化には，普通考え

られるほど大きな投資努力は必要でない。必要な改革の

大部分は組織と運営の問題に帰せられ，投資は，運営経

費程度の額の再投資で十分である。他からまったく新た

な資金を求める必要はない。基本的なことは活動を始め

ること，政策が遂行されること（ここで特に国の役割が

強調される），そしてかかる計画の必要性を自覚するこ

とである。

(3) 牧畜については，パンパ地域では，農業にi6多
くの土地を利用させるので，牧畜面積が減少するが，こ

れは牧畜生産の密度を高めることによって十分に埋め合

わされる。牧畜生産の密度を高めるための方策は，牧草

および衛生問題である。その他経営管理，放牧方法，飼



--～‘”’”””_、‘””―”””‘=’”’‘==’”~””~”””~”‘‘=資 料””'=

料貯蔵等の問題が付随している。

特に牧草栽培に向けられる土地が増大することにより

牧畜地域における動物飼育能力は一ー牧畜総面積の減少

にもかかわらずー一増大する。ここでいう人為的な牧草

栽培の対象には 1年生牧草と多年生牧草とがあり，両者

は土地のローテーションを考えて相互に補完的な役目を

果たすことになる。牧草栽培地の増加は第20表のとおり

である。

第20表 バソパ地帯における土地利用

（単位： 1000ヘククール）
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（出所） 第69表。

(4) 農業については，生産増大の可能性について，耕

作面積の増加（自然原野の開拓）と，開拓済み耕地の単

位当たり生産能率の向上という異なる 2点から検討が行

なわれた。

後者について収穫増加のための第1の要因は種子の良

し悪しであろう。従来のパンパ農業が使用していた種子

をみれば，種子の選択によって生産を増大せしめる余地

がいかに大きいかよくわかる。収穫抵計画を立てるにあ

たり， 1969年までにトウモロコシ播種面積の約80%，小

麦，亜麻， ヒマワリの40~50％が改良種子でカバーされ

ることが前提にされている。

(5) 農牧業について採られる主要な政策は，つぎの（イ）

～（卜）の各項である。

（イ） 銀行による信用供与。

（口） 価格ー一国際価格の短期的変動の影響を緩和する

ため，支持価格政策と価格変動準備金政策が使用される

べきである。これらはまた，農産物価格と牧畜産品価格

の相対性が変動することを避け，農牧企業（特に農業）

が，より合理的な方針を採りうるようにしてやることを

目的とする。

り農業指導およびサービスの拡充。

（二） 流通―この面で生産者協同組合への援助と倉庫

・冷凍施設に対するクレジットの供与を考慮する。

紺農牧生産用物資を，品質・価格とも十分な条件に

おいて提供すること，特に肥料，衛生関係。

付 土地制度ー一借地・小作契約に関する法的強制か

ら発生した懸案事件の解決が図られなければならない。

この解決に際して，多くの借地人・小作人が自ら士地所

有者に変わるであろう。この点で，それらの者の貯蓄を

見返りにした貸付け制度を利用し，特別ファンドを作る

という考えが検討されてよいであろう。

（卜） 税制。

本計画書の「付属書1」は「農牧業および関連産業部

門に関する予定目標の細目」である。

(1) まずそこではパンパ地帯は農業経済面から18の地

域に区分し，各地域ごとに，（イ）作物別の農業作付け面積

と牧草種別の牧場面積の現状，（口）士地所有形態別，経営

規模別の経営の現状について述べたあと'(淋本計画末期

において到達すべき士地利用の目標と生産目標，につい

て記している。これについて， 18の地域を総合してパン

パ地域全体としてみれば第21表のとおりである。

第21表 パンパ地帯農牧業収益目標(1969年）

（単位： 100万ペソ＊）

農

牧

竺～63平均| 1969 
業 1 102,399147,556 +44.1 

畜 107,017 I 127,254 I +18.9 

合計 i―-；；9,416「274,81al +31 2 

変化率

（注） ＊本表では1963年価値のペ ソ表示である。

（出所） 付属酋 I, A-3 ~ A-20。

(2) 関連産業として，乳業養鶏業および漁業につい

ての計画が記されている（省略）。

第 7章工業部門

(1) 本計画期間中の工業部門の拡大は，まず資本財お

よび主要中間財ーー鉄鋼，紙・パルフ゜，石油化学など一一

部門を通じて達成されなければならない。これらの発展

により，国内で，確実かつ内容的に充実した設備・機械

が供給されることとなり，また，あらゆる工業フ゜ロセス

の垂直的な統合・合理化が達成されるであろう。

これらの部門の成長にささえられて，工業部門全体の

成長は年率7.4%となり，経済界全体の成長より速度を

早めるであろう（この点について第22表参照）。
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第 22表 製 造工業の付加価値生産計画

（単位：10億ペソ） （カッコ内指数は1960=100)

| 1 9 6 0 | 1 9 61 | 1 9 6 2 | 1 9 6 3 | 1 9 6 5 | 1 9 6 6 | 1 9 67 1 1 9 6 8 | 1 9 6 9 
製紙・ボール紙 5.6 6.8 6.7 6.4 8.6 9.7 9.9 10.1 13.1 
金 属・ 鉄 鍋 34.3 40.9 36.9 37.1 45.8 53.6 56.8 61.6 65.4 
自動車・ 車両機械 44.6 53.3 46.9 39.4 62.2 69.3 73.3 77.2 81.6 
電 気 器 機 14.7 17.7 13.8 11.7 20.3 23.3 25.2 27.4 29.8 

製石 ・ガラス ・掏器 11.5 12.9 12.2 10.6 13.2 14.7 15.4 16.1 17.2 
石 油 梢 製 25.6 27.7 31.4 31.0 32.2 35.5 35.6 39.9 43.3 
化学 ・石油化学 20.5 21.4 20.0 19.4 20.9 25.4 30.0 36.0 38.8 
コ． ム 5.8 7.7 7.5 5.7 7.1 7.9 8.4 8.9 9.5 

開発さるべき工業合計 l
食 品・ 飲 料
線 維
その他・手工業

伝統的工業合計 I
総計

（出所） 第70,71表。
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(2) まず資本財部門については，対外依存の減少，需

要の正常化，そして国際的な価格水準へのさやよせ（資

本財輸入に対する為替賦課金の漸減計画に見合って）を

目ざす。

「付属書2」の「製造工業部門に関する予定 目標の細

目」では，資本財についてつぎのように述べている。

機械 ・設備の設置にあたっては，まずアルゼンチンの

工業が現在すでに備えている能力をフルに利用すること

を考慮に入れなければならない。需要先を輸入に求めざ

るをえないのは，設備の精密さ，品質，大きさの点で国

産品が太刀打ちできぬ場合，または国内の設備生産が製

品の引渡し期限を満足させられないような場合のみであ

る。

資本財生産に対して，国家は， H）公共部門（国営企業な

ど）の買付け政策（長期的見通しに立った買付け計画の

策定）および（口）製造された資本財売却の際の国内金融政

策の二つの政策面で確実に援助をしなければならない。

単なる保護的輸入禁止政策は，もはやこの部門にと って

重要でない。そのほか，生産者側において自主的に機構

を作り，各生産者の自由なイニシアティブは尊重しつつ

分業化，規格化，技術，下請け制度等々について，工業

界の協力的利用という調整努力を尽くすべきである。

資本財輸入に関しては，各種機械設備ごとのばらばら

な関税免除方式をやめる。これは今まで国内の諸製造工

業者サイドにおける生産見通しを不安定にさせてきた大
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きい原因の一つであるからである。また，資本財輸入賦

課金は一般的に漸次引き下げられる。これは国内工業生

産者の負担するコストを外国の工業生産者コストと太刀

打ちできるようにするためである。

国内市場が統合されたあと， LAFTA域内およびアジ

ァ，アフリカ等の後進国に開かれている市場に参加する

可能性がある。このため輸出金融体制，官民協力しての

対外キャンペーン等を開始する。 LAFTAについては，

産業補完協定や関税リスト交渉等のメカニズムを十分利

用する。

資本財に対する需要は，1965年の606.8億ペソから1969

年の721.7億ペソに増加するが，このうち国産でまかなわ

れるものは404.3億ペソから527.3億ペソに増加し，輸入

にたよる分は202.5億ペソから194.4億ペソに減少する。

(3) これまで，中間財については輸入という手段にた

よったため，各工業部門の均衡のとれた発展がなされな

かった。しかし今後は 1部門が他の部門の需要を満たし

別の部門に対し供給を仰ぐという形で垂直的統合が進む

ので，輸入需要は減少しよう。しかし，つぎの数年間は

国内供給がまだできないある種の戦略的物資の輸入のた

め，外貨使用は増大する。

この部門では第1に紙 ・パルプ（セルローズ）部門が

躍進する。輸入代替は完了し (1969年には紙・パルフ輸゚

入に関し1670万ドルの外貨を節約），ノ ーマルな国内供給

の確保が達成されよう。 1965~69年の間におけるごの部
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門への総投資額は5690万ドルで，そのうち2790万ドルは

設備輸入のため外貨を使用する。

紙・パルプ部門について「付属書2」はつぎのように

゜
A
ノヽ＞
 この部門では，天然資源の利用に始まる垂直統合を目

ざす。まず用材生産に適し，林業収益の商い地帯に一貫

工場が作られる計画である。これにより用材輸入外貨を

節約し，第1次産業に好影響を与える。

輸入代替は，長繊維化学パルプと機械パルプを除くす

べての半製品，ならびに新聞用紙および規模的に国内生

産では採算のとれない特殊用紙を除くすべての最終製品

につき達成される。しかし長繊維パルプや新聞用紙の国

内生産のための設備投資も開始される。

この部門では，供給の複雑化，市場および価格構造の

歪曲化を防ぎ，独占企業を排除し，地域経済の強化を念

頭におく。この部門だけの発展は年率8％に上る。

(4) 化学工業は，石油化学，苛性ソーダ等の主酸のプ

ラントが設置され，中間製品の割合が増大し，発展する

であろう。この部門の1965~69年の間における総投資額

は1億9590万ドルで，そのうち設備輸入のため9180万ド

ルの外貨を使用する。この部門の1969年の化学製品輸入

に関する外貨節約額は 1億2100万ドルに上ろう。

「付属害2」は，化学工業部門について，この部門単

独での成長率を13％とし，ベンゼン，エチレン，窒素肥

料，硫酸，硝酸，苛性ソーダ，ソルベーソーダ，合成ゴ

ム，ゴム，油煙，プラスチック関係の各項について需要

母，生産見込み，投資規模を掲げている。

(5) 鉄鋼生産は，プラントの統合を目ざましく進め，

最も重要な工業部門になる。すなわち計画末までには，

経済的規模に合理化されたプラントとして稼動を開始し

薄板価格は諸工業国の水準に見合うようになり，もはや

海外からのダンビング圧力を防ぐために，いろいろな保

護手段にたよることはなくなる。投資 (1965~69年の間

に合計3億6990万ドル。そのうち 2億1150万ドルは設備

輸入のため外貨支払いとなる）が遂行されれば1969年に

おける鉄鋼製品の輸入代替額は 1億 1200万ドルとなろ

う。

圧延工業は，このような情況下で LAFTA諸国と産

業補完協定を締結できるようになり，これを通じてさま

ざまなタイプの薄板生産の分業化に進めるだろう。

「付属書2」は鉄鋼業について，つぎのようにいう。

経済各部門の需要から算出した鉄鋼需要の伸びは下記

のとおりである（粗鋼換算，単位1000トン）。

1965 . 1966 1967 1968 1969 

2,852 3,156 3,381 3,675 3,859 

薄板，帯鋼，ブリキ・トタン類のうち，薄板は全部

SOMISAのプラントでまかなう。またブリキ・トタン

圧延機を稼動させはじめることが肝心な目標である。以

上の銅板部門は1962年に対して1969年には88％の増大と

なろう。レール，形鋼，線材等の非鋼板部門は1962年に

対して1969年には95％の増大となる。特に成長の著しい

のはレールで全部 SOMISAのプラントがまかなう。つ

ぎ目なし鋼管は1962年に対して1969年には56%，鋳造部

門は91%，鍛造部門は192％の生産増大となる。

生産過程の統合を進め，かつ特殊製品や良質の製品を

提供できるように，政府および民間のそれぞれの投資計

画が立てられているが，中でも最も大切なのは国営企業

SOMISAに第2高炉を建設し， SOMISAプラントの能

力を200万トンに拡大する計画である。長期的な粗鋼需要

見通しからみて， 1971~72年には早くも新投資によって

設置されたプラントでなくては間に合わなくなる。しか

も，この種の投資には長い成熟期を要するから， 1966年

には設置を開始しないと，需要に供給が追いつかない。

(6) 以上の資本財，中間財部門に比して，伝統的工業

部門の活動はやや低く，本計画期間内には年率5.5％で

成長するが，これは人口増加による需要増大と，生活水

準の改善の要請とに調和している。

この部門の中では繊維工業と製材業がその地位を強化

するであろう。

「付属書2」は繊維工業について，つぎのようにいう。

繊維部門は，すでに国内需要を満たすに必要な適当な

設備を有している。本計画期間内の消費需要の見通しに

かんがみ，大々的な設備能力の拡大は必要でない。必要

なことは（イ）工程のアンバランスの是正，（口）新型の補助機

械の購入程度である。この部門の投資予定額の限界から

みて，あらゆる面で効率化を心がけるべきである。

原材料は繊維製品コストの中で大きな部分を占めてい

る。アl9レゼンチンはそれら原材料を国産できるにもかか

わらず，いくつかの問題がある。特に原綿の国内生産が

減少していることは，ただちに輸入との関係につながる

重大問題である。

(7) 以上のような各種の工業部門について定められた

目標を達成するためには，全体としての経済界が相当の

努力をしなくてはならない。というのは，経済全体で生

ずる貯蓄（余剰）を具体的な投資に結びつけることが必

須だからである。ただ投資の内部的な構成は根本的に変
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えなければならない。 1969年の投資総額2761億1100万ペ

ソ(1960年価値）のうち， 55.7％は機械・設備の取得に

使われ（このうち23.3％分は外国の供給者から取得され，

残りはすべて国内で買い付けられる），残りの44.3%は

工業用建物および施設への投資で，これは全額国内資金

でまかなわれる。

(8) 鉱業についても本文および「付属書2」で触れて

いる（省略）。

第23表

第8章 エネルギーおよび燃料部門

(1) 第23表は1965~69年のエネルギー需要構造の変化

を示しているが，これから明らかに本計画期間中に年率

5.7％の割合で需要が増大していったことがわかる(1961

年の総エネルギー需要は1950万石油相当トンあったから

1961~65年の間は年率4.8%の伸びであった）。つまり

1965~69年のエネルギー需要の伸びは GNPの成長率と

まったく同じリズムに乗っているのである。

(2) 現在までエネルギー需要が満たされておらず，ま

たこの種の投資は完成までに相当の日時を要するので，

この部門の投資は，全投資額に比べてかなりの割合を占

める（第24表参照）。

(3) まず電力については，水力発電のもつ有利性から

みて，大ブエノス・アイレス地区への水力発電の供給開

始が見込まれるにいたった。これについては “Saito

Grande"計画と (700MW)"Choc6n-Cerros Colorados" 

ニネルギー需要計画（最大値）

（単位： 100万石油相当トン）

1965 I 1969 

--1百分比ー 1百分比
(%) I I C%) 

石油梢製物 16.691 70.751 19.451 66.10 
天然ガス 3.501 14.821 ・ 6.131 20.81 
石炭，固体燃料 1.111 4.721 1.321 4.49 
植物性燃料 1.901 8.061 1.901 6.46 
水力電気 0.391 1.651 0.631 2.14 

I 23. 591 100. ool 29.431 合 u
h
n
 

100.00 

（出所） 第74表。

計画 (llOOMW)の二つがあり，それらと消費地城への

火力発電所建設とを比較すると，水力発電に関する両計

画を推進する根拠がはっきりする。

「付属書4」の「エネルギ一部門に関する予定目標の

細目」では電力部門について，つぎのように述べている。

1969年の公共電力需要は5130MWに達する。投資計画

では火力1340MW,水力215MW,合計1555MWの供給

増加により，全発電能力は5318MWに達しよう。なお，

本計画期間中に2281MW分の建設が開始され，前記2計

画を含めて，水力がそのうち1831MWを占める。しかし

これらは本計画期間内に稼動開始にはいたらない。

(4) 石油の開発のリズムは，ここ数年十分なリズムで

進められているとはいえなかった。したがって，その努

力を強化する必要があるし，また，その努力が成功して

第 24表 ニネルギ一部門の投資計画 （単位： 100万ペソ）
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抽井の産油量が増大すれば，予定投資を切りつめること

もできるであろう。

精製面では，たんに設備の拡大だけでなく，需要に応

じられるだけの内容をもった諸抽出油が生産できるよう

にならなくてはならない。その結果，現在約100万トンに

上る中間精製物と機械油の不足が避けられるであろう。

「付属書4」は，石油についてつぎのように述べてい

る。

アルゼンチン原油は軽質の油および重質の油を豊富に

抽出することができる反面，中質の油を抽出する上では

貧弱であるという特質をもつ。したがって，今後は精製

設備も将来需要の増大する中質油ー一ーガス・オイルやデ

ィーゼル・オイルーーを多量に生産し，かつ同様に将来消

費が著増する良質のガソリンも取得できるように需要構

造への適応を図らなくてはならない。この変革に応じて

フュール・オイルの生産量が少なくなるが，この分は天

然ガスの供給増大によって完全に代替されるであろう。

エネルギー源以外の石油派生物については，道路開発

につれてアスファルトと潤滑油の消費が増大する。国産

原油は特殊な潤滑油を得るのに適していないので，ある

程度特殊原油の輸入が続けられる。しかし1967年にラ・

プラタ市の精油所において，新たに澗滑油ラインが完成

されれば輸入の必要は減るであろう。

付属書4では，計画期間中に行なわれる諸フ゜ラントの

計画に触れている。それらは YPF（国営石油公社）に

属する LaPlata（ガス・オイル，ディーゼル・オイル，

良質ガソリン， 1級および2級潤滑油）， CampoDuran 

（揮発油一炭化水素）， Lujande Cuyo, San Lorenzo等

の精油フ゜ラントおよび，場所未定の大精油所1カ所であ

る。また油送面では Lujande Cuyoからブエノス・ア

イレスまで多目的油送管 (Poliducto)を通すことになっ

ている。

民間部門に関しては1965~69年の間に精油所の能力が

拡大し(70万立方メートルに），アルゼンチン全体の35%

を占めるようになるだろう。

本計画における精製用国内産原油生産目標は1965年に

1700万立方メートル， 1969年に2200万立方メートルとな

っている。

(5) 天然ガス

「付属書4」は天然ガスについて，つぎのようにいっ

ている。

天然ガスの総消費量およびエネルギー消費嚢中に占め

る割合は，つぎのように推移している。 1962年＝260万

石油相当トン (13.1%),1963年＝300万トン (14.9%),

1965年＝350万トン (15.1%),1970年＝650万トン(21.6

%), 1975年＝750万トン (19.6%）。

また，ガスを浪費しないでより良く利用するという立

場で，新興の石油化学工業部門の全天然ガス消費母に占

めるシェアーは1970年に9%, 1975年に15％となり，そ

の他の工業部門および発電関係で， 1970年71%,1975年

63%，家庭消費で1970年20%,1975年22％を使う。

この消費計画に対応する本経済計画の投資（第24表）

のうち， PicoTruncado（サンタ・クルス州）からブエノ

ス・アイレスまでのパイプと Catriel（リオ・ネグロ州）

からメンドサおよびブエノス・アイレス州までのガス・

パイプライン敷設計画が重要である。

(6) 石炭については経済的生産水準を維持させるだけ

の需要を確保する必要上，沿岸地方の発電所による石炭

使用がすすめられ，また鉄鋼業がより多量の国内炭を消

費するようになることが望まれる。

第 9章運輸・通信部門

A.運輸

(1) アルゼンチンの運輸システムの現状を改革し，経

済開発計画の必要に役だち，非経済的でなく，調和を図

ることが運輸政策の目的である。

(2) この場合，各運輸手段の固有の利点を認識し，こ

れを維持し，かつこれに際して差別，不当な取扱いをや

め，健全な競争を刺激し，かつ正当・合理的な料金を維

持することが必要である。

(3) 運輸部門に対する本計画期間内の投資は第25表の

とおりである。

I. 鉄道

(1) 運行，車両，機関車，修理工場，線路等の基盤施

設と，なにからなにまで問題があり，経済の建直しを図

る上で最も持続的復l日が必要な部門である。鉄道問題解

決のためには，現有設備と，将来取得される設備とを最

大限に利用することとする。なお，将来取得される設備

とは，すべて国内工業によって供給されうる見込みであ

る。

(2) 鉄道は生産地帯，消費地帯間のサービスに従うも

のであり，その意味で他の輸送手段ー~特に自動車輸送

と河川輸送ーーと適切な協調体制にはいらなければなら

ない。
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第 25表 運輸部門の投資計画

投 額 (1965~69)

（単位： 100万ペソ）
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（出所） 第76表。

(3) 鉄道の営業規模は， 1969年には 180億トンの貨物

と145億人の旅客輸送を行なうまでに拡大する。

(4) 鉄道問題の分析によって浮かび上がる問題点は，

つぎの（イ）～紺の諸点である。

（イ） 公共の利益のためという理由で，非採算的料金な

いし無料で行なわれているサービスの経理への影響。

（口） 輸送需要の分析と運行のプランニングの欠陥。

り 能率的な人的サービスの欠如ー一従業員の業務分

担の不分明，労働組合とのあつ礫，従業員の能力開発・

訓練の不足。

（二） 管理機構の欠陥。

紺技術開発の遅れ。

「付属書3」の「運輸・通信部門に関する予定目標の

細目」では，鉄道問題についてつぎのように述べている。

鉄道関係の事業内容は第26表にみるとおりである。こ

れについて，第1に，レールはすべて幹線網に関する部

分のみで，ローカル線は含んでいない。更新用のレール

は SOMISAで製造する。第2に，機関車部門では，全

国のディーゼル機関車化（新規取得と修繕復旧で）を前

提とし，それが遅れる部分を蒸気機関車の修繕で補うこ

ととしている。 1965年の新規ディーゼル機関車取得は，

輸入にたよることになる。第 3に，貨車については，新

規取得の 1万1000両は外貨節約のためすべて国内工業に

よって製造する。この場合，国内工業が年間2500両の製
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造能力を取得したあと，将来遊休設備を生じないように

過度の規模拡張を避けることとする。第4に，客車およ

びフルゴンについては， 900両の客車の買付けは，すべて

国内工業から行なわれる。

このほか，維持保存用施設—作業工場一の能力を

拡充するための投資も行なわれる。この点では作業員の

能力の向上にも注目する必要がある。

他に1967年以降，アンデス横断鉄道の電化を行なう見

通しが立てられている。投資額は5億ペソ (1964年価値

で）とされている。

第26表鉄道投資事業内容

1965 f 1966 f 1967 f 1968 f 1969 I合計
線路 (km)
更新 5001 7501 1, 0001 1, 00011, 0001 4,250 
保線ー 5001 5001. 5001. 5001 2,000 

車ー、 両（台） 1 

プィーゼル

機関車購入
120 - - - - 120 

同上修理 1501 1101 1101 1501 150I 790 
蒸気機関車
修理 1001 100 100I 1001 -I 400 

貨車購入 2,000 2,000| 2,000 2,500 2,50011,000 
同上修理 4,ooo:4,ooo: 3,oool ・ -I ・ -111,000 
客車購入 ― -| 300 300 300 900 
同上修理 3001 300: 300I 3001 2501 1,450 
フルゴン
修理 90 501 50 50 10 250 

I 

（出所） 付属書3, C-2表。
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2. 道路

(1) 1965~69年の計画事業については，つぎのように

して優先順位を定め，割当が行なわれている。第1にす

でに実施中の工事である。第2にこわれている舗装の復

旧および改良，第3につぎのような新規工事である。そ

れは，（イ）今日すでにそうした工事を必要としている地域

または近い将来そうした工事を必要とする潜在的発展地

城に対し，経済基盤を与えることとなるような工事。

（口）生産地と消費地の間の交通を便利にする工事。

「付属書3」は道路計画についてつぎのようにいう。

一般的に現在の道路のシステムは，路線配分が悪く，

幹線の連絡網に不備があり，管轄からいうと国道と州道

が有効に，組織的に連絡されていない。事業計画はこの

点に留意して，統合的な解決を与えてくれるものでなけ

ればならない。

1965~69年の間の道路投資総額492億7500万ペソのう

ち国道網への投資額は369億6000万ペソである。ところ

が借款および道路財源のための法的措置をフルに使って

も，国の道路事業に利用しうる収入は 180億ペソにしか

達しない。すなわち約170億ペソが不足しているので，

燃料消費税の相関的増収やその他の措置を講じなければ

ならない。

3. 自動車輸送（貨物・旅客）

(1) 自動車による貨物輸送は，成長するにしても，貨

物輸送全体に占める相対的な割合は少なくなろう。なぜ

なら，この面では鉄道および河川輸送のほうが本質的か

つ補完的であるからである。

(2) 中長距離の旅客輸送用自動車はまだ平均使用年数

が若く，まだ利用余力がある。本計画期間中には，耐用年

数の限界に達した車のみを更新するだけで十分である。

(3) 自動車の取得は国内工業より行なわれよう。しか

し，将来においても国内で製造しえない種類の大型トラ

ックと長距離バス用のシャーシーだけは輸入される。

「付属書3」は，貨物および旅客の自動車輸送につい

て，つぎのように述べている。・

現在の貨客輸送の理論上の容量，年平均走行距離，現

缶の利用率，将来の積載予想貨物量等のファクターを勘

案して，輸送用自動車数を増加するための二つの仮定が

立てられた。 「仮定 I」では 1台当たりの年平均走行距

誰と利用率は現在のままとし，自動車台数を 9万台（現

生の58%）増加することとする。しかし現在，貨物自動

直台数は増加を続け，すでに過剰ぎみで，料金はコスト

を下回るありさまである。しかも自動車増加の要因とな

った鉄道が凋落から復興する方向にあるので，現実には

自動車台数が増加すると利用度は低下するであろう。そ

こで「仮定II」では 1台当たりの年平均走行距離と利用

度を引き上げるかわりに，自動車台数を 6万台 (30%)

の増加にとどめることとした。第25表の投資額は「仮定

II」に基づいて算定されたものである。

4. 都市交通

(1) ブエノス・アイレスの都市交通について，地下鉄

の新路線建設と，本計画期間内に耐用年数の限界に達す

る自動車の更新が考えられている。

「付属書3」はこの点について，特に都市交通手段と

して，公的機関の手に残された地下鉄の拡充に重点をお

き， 1966年度に新線建設に着手し，年間平均4キロメー

トル，単位コスト 3億5000万ペソで線路の敷設，駅工事，

付帯設備，車両の取得を行なうことを予定している。

都市交通関係の投資額83億6000万ペソ (1960年価値）

のうち44億6000万ペソ（うち16％は外貨を使用）が地下

鉄で，残り39億ペソが都市バスに関するものである。

5. 水上輸送

(1) 基盤施設面では，まず，大型貨物船の港への接近

を可能にするための水路の浚渫の強化と，そのための浚

渫船の取得が閲題である。つぎに港湾における原材料

（穀物，液体および固体燃料，鉄鋼石，その他）の保管，

漁業輸出商品の積出し・積みおろし等の便宜のために

投資が行なわれる。

(2) 海運面では，もっぱら ELMA（国営商船会社）

の助成に意をそそぎ，アルゼンチン船舶の積取りをふや

す。河川航行面でも EFEDEA（国営河川輸送会社）の

助成が行なわれ，フェリー・ボート，渡船，曳航船，水

中翼船等への投資が行なわれる。

「付属書3」は水上輸送について，つぎのようにいう。

まず，基盤施設，すなわち港湾設備および水路の浚渫

については特に大規模なモデル実験の必要性に着目すべ

きである。これには2億4300万ペソが投資される。この

関係で浚渫船が 6隻国内で買い付けられる。

海運面では， ELMAが，現在建設中の5隻の船舶（ス

ペインで2隻，国内で3隻で，いずれも8000~8250トン

程度）を取得するほか，さらに8000~1万トン級の貨物

船3隻を国内で買い付け，その商船隊を強化することに

なっている。民間会社についても，国営船舶団とともに

対外貿易および沿岸航海に従事するため， 10万総トンが

就船するであろう。

河川航行については，現在スペインで建造中の2隻の
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船を除き，残りの投資額はすべてアルゼンチン国内での

買付けに使われる。アルゼンチンの諸造船所は，河川航

行に必要なあらゆるタイプの船の建造を遂行するだけの

能力を完全に有している。

6. 航空

(1) 航空政策の目的は民間部門の公共部門の間にみら

れる重複を避け，双方の有する能力をそれぞれ最高に発

揮させることにある。国際線については，むろんアエロ

リネアス・アルヘンティーナスの助成により，国際航空

界に十分なシェアーを確保する。

(2) 国内航空については，現在，各地方だけで運行し

ている民間企業に，アエロリネアス・アルヘンティーナ

スの有する幹線を配分することができるかどうかを検討

する。

(3) 通信，ラジオビーコンの整備のほか，飛行場建設

が問題である。それらは第2飛行場，およびすでに開発

されつつある地域または将来発展が予測されている飛行

場である。

「付属書3」は航空の開発について，つぎのようにい

う。

アエロリネアスには，国際線用に大型ジェット機3機

を加え，国内線には Avro748型を 5機加える。

また国内線について Avro型機や Caravelle型機の効

率的使用を妨げる飛行場の不備を改めるため，新たな建

設事業を開始する。

B.通信

(1) 国家，国営企業および私企業のそれぞれの有する

計画を，単一の場で調整し， 「規模の経済性」を利用で

きるように努力が行なわれる。

(2) 投資面のみでなく，より多数の専門技術者を集め

ることが必要である。アルゼンチンでは従業員9万人に

第27表通信関係投資計画

（単位： 100万ペソ）

総投資額(1965~69) うち政府部門

国内分外貨分1合計国内分1外貨分1合計

電話 18,47813,357J21,835116,85912,775J19,634
郵便・電信・ 1,2651 7771 2,042 
放送 （同左全額）

合計 l19,743|4,134123,87-718,124| 3,552|21,676 

（出所） 第76表。
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対し，専門技術者は200人で，この比率0.22％は，他国

の2％前後より，はるかに低い。

(3) 通信関係の予定投資額は第27表のとおりである。

「付属書3」は通信関係について，つぎのようにいっ

ている。

公共電話サービスのうち，まず市内回線については，

1965~69年の間に， ENTEL（国営電話会社）が37万6275

回線，民間会社が5万0155回線の増設をする。これは

ENTELについては36.5%，民間会社については67.2%,

全体としては38.4％の増加を意味する。この結果， 1969

年には ENTELの市内回線は141万1218,民間企業は12

万4789を保有する（それぞれ91.8％と8.2%）。これによ

って1963年に39万6577件あった需要に応じきれない回線

数は1969年には23万件に減少する。

つぎに市外通話回線については1963年の4649回線に対

して3145回線 (67.6%)の増加を示し，市内回線に対す

る比率も238対 1(1963年）から1969年の197対1に好転

し，ダイヤル通話も可能となろう。

このほか「付属書3」はテレックス・サービスや郵便，

国営ラジオ放送サービス，電信等の開発に触れ，また地

域的なサービスについても触れている。

第10章教 育

(1) 教育各部門の目標は第28表の示すとおりである。

(2) 特に国の教育関係支出（第28表）で目だつのは，

第28表教育計画の内容

（単位： 1000人，および100万ペソ）

小学校 中学校 大学

1965 [ 1969 11965 [ 1969 [ 1965 [ 1969 

就学適齢 3,588 3,727 2,455 2,624 2,149 2,366 人口(1)*

在誓籟者数 3,204 3,408 729 871 211 238 

悶 2)/計(画1) 89.3 91.4 29.7 33.2 9.8 10.1 
在籍(者3)数 3,290 3,541 799 1,029 223 260 
目標
係数 (3)/轄(の1) 91.7 95.0 32.5 40.0 10.4 11.0 
政府所 991 949 453 501 166 187 在籍者数趨勢
同府上計画目標 1,018 1,097 496 609 175 204 
政教育支出 6,327 6,946 6,746 8,425 5,109 6,067 
各教育段階の

28.3 占める支出割 34.8 32.4 37.1 39.3 28.1 
メ口S、

（注） ＊小学校5~12歳，中学校13~18歳，大学19,..,

24歳。

（出所） 第79表。
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中学校教育に対する支出増加である。中学教育の発展こ

そは，技術ならびに管理面における有能な人間の育成と

いう点で，現在みられる欠陥を是正し，十分な能力ある

人間を国家に与える必要性にこたえるものである。ここ

では中等教育全体の構成を改革し，真に特殊化された種

々の需要に適合した人間を養成する。

(3) 教育支出の経済的構成内容をみると，これまた漸

次改革され，まず校舎設備等の投資がふえる (1965年の

9億6400万ペソ (1960年価値） 5.3％から， 1969年の22
億7600万ペソ10.6％へ増加）のが特徴で，これに見合っ

て人件費は減少する (1965年の151億6400万ペソ 83.4%

から1969年の167億3800万ペソ78.1％へ減少）が，そのか

わり現存の教育の人的キャパシティーのより良き利用と

合理化につとめる。

第11章 地 域

料”””=

開 発

(1) 国の発展において，現在の地域較差をこれ以上広

げないようにしなければならない。

(2) 本計画の実施にあたって，長い間の懸案である内

陸地方への考慮を開始するために，調整機関たる連邦投

資審議会 (ConsejoFeder¥!.! de Inversiones)の仲介と各

州の協力が要請される。

（海外派遣員 篠沢恭助）
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